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はじめに 

 このたびは、東洋大学の教育活動に係る外部評価について、ご理解とご協力を賜り、厚く御礼

申し上げます。 

 教育 DX 推進基本計画及び自己点検評価活動に関する外部評価の受審にあたり、ご挨拶と併

せて、関係する取り組みについて、本学の状況等をご説明いたします。 

 

2020 年の年明けから始まった新型コロナウイルス感染症に係る対応は、ご承知のとおり、日

本のみならず世界全域に多大な影響を与えました。経済的な影響をはじめとても深刻なものと

なりましたが、私たち教育機関にとっても例外ではなく、将来を担う子供たちへの影響はもちろ

ん、高等教育における学習や学生たちの人生設計の重要な時期における影響は多大なものであ

ったと想像しております。 

およそ３年間にわたって行動制限等の異例の期間があったわけですが、私たち東洋大学では

2020 年 3 月には、法人と教学の垣根を越えた組織として、新型コロナウイルス対策委員会を立

ち上げ、現在に至るまで、大規模大学であってもクラスターを発生させない教育環境の維持に尽

力いたしました。さらに、同年 6 月には、学内有識者会議として、「遠隔授業の高度化と質保証

に係る将来構想検討会議」を立ち上げ、アフターコロナにおける教育モデルの早期検討に着手し、

教育の質の向上を目指した方向性や施策を学内に提言しました。その後、同提言をもとに、「教

育 DX 推進基本計画」として５つの計画を策定した次第です。 

「教育 DX 推進基本計画」のうち計画１「入学から卒業まで一貫した教育情報のデータ統合と

AI 解析結果の最適活用」は、「文部科学省大学改革推進等補助金 『デジタルを活用した大学・

高専教育高度化プラン』」の採択を受けました。同計画は、学生に対する情報提供の効率的な運

営、さらに学生の学びの旅（Learning Journey）の羅針盤となるスマートフォンアプリを開発し、

学生自身の自己省察の機会を生んだり、成長機会への気づきを与えたりする取り組みを計画し、

コロナ禍の不安を少しでも取り除くとともに、成績や修得単位数のみに集中しがちな傾向から、

多様な学生の成長機会を学生本位で掴んでいくことを大切にするよう、さまざまな取り組みを

行ってまいりました。 

現在は、データ利活用フェーズへと移行し、学生から得られた情報をもとに、学内のリソース

の最適化、学生支援力の向上につながる取り組みに繋げ、学内の教職員の有機的な連携を生み出

すものとして進化させております。 

一方、コロナ渦を通じて経験した教育方法の柔軟性を踏まえ、オンライン教育のみならず、対

面授業の価値向上について、東洋大学としての新たな教育モデルを確立するよう、計画２「オン

キャンパスとオフキャンパスの学習スタイルの高度化と多様化」を策定し、移動時間や場所の制

限を受けずに、キャンパス横断的な履修を可能にしたり、反転授業に代表される事前学習時間の

向上や学生にとって理解しやすい、または学習意欲が向上しやすい授業方法に取り組む計画を

策定いたしました。現在、2025 年４月から施行する新カリキュラムの改訂に向けて、全学を挙

げて取り組んでいる次第です。 

こうした経緯や背景を踏まえ、2024 年４月からスタートする教学の新中長期計画では、創立

150 周年に向けた改革として、「未来を哲学する、東洋大学」という大きなビジョンのもと、「３
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万人の LearningJourney を支える新しい教育の姿（かたち）の創造」「多様な学生の課外活動及

びキャリア形成への支援」「SGU×SDGｓによる国際教育の推進」など、これからの東洋大学の

教育研究力の向上にむけた 10 年構想（2024-2033）を描く基本方針を全学に示しております。 

なお、2023 年度は計画策定期間として位置づけておりますが、毎年のローリングや自己点検・

評価、教育課程の編成や運営、教育内容等の改善活動などの３ポリシーを起点とした PDCA サ

イクルを一体的、かつ効率的に進める運用にも着手しております。 

これら一連の活動について、私たち東洋大学では、学生を主体に中心に据えて、大学全体で教

員と職員の連携のもとで進めている状況にあります。 

つきましては、有識者の皆様におかれましては、ご多忙の折大変恐縮ではありますが、本学の

いっそうの発展のために、忌憚のないご意見を賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

2023 年 9 月 

東洋大学 

大学評価統括本部本部長 

デジタル活用推進委員会委員長 

学長 矢口 悦子 
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第１章 自己点検評価活動（中長期計画の推進を含む）について 

（１）中期計画と連動した効率的な PDCA サイクルを目指す運営について 

■教学における新たな中期長計画の方向性 

2022 年 12 月に開催した「学長フォーラム」において、本学の創立 150 周年を見据えた

教学における中長期計画（2024 年度から 2033 年度まで）に係る基本方針について、矢口悦

子学長より、次のとおり示されている。 

 

「未来を哲学する、東洋大学」 

哲学し、科学する力が地球社会の未来をつくる。 

ダイバーシティが連携を生み、協働が改革を支える。 

〇 東洋大学の哲学とは、物事の本質に迫って深く探求し、考察を重ねることであり、諸学

の基礎である。この基礎の上に、地球社会のあらゆる課題に取り組む科学として学問研

究が成り立つ。科学する力を身につけ、実践することで、東洋大学は、未来づくりに貢

献する。 

〇 東洋大学の特徴は、多様性を有していることにある。多様性は困難な状況や課題を克服

するための必要条件となる。違いを超えて連携し、協働し、改革を続けることで、伝統

を未来に繋ぐことができる。 

  

上記の考え方のもと、創立 150 周年を見据えた東洋大学の未来を創るために、以下の６

つの具体的な基本方針と目標を掲げた。 

 

出典：2022 年度学長フォーラム 矢口悦子学長講演資料(2022.12.17) 
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新中長期計画においては、６つの方針と目標に即した具体的な方策を示している。 
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上記の具体的方策を踏まえ、学部及び研究科、全学的な委員会組織、センター等のそれぞ

れが、教育研究活動をはじめとする諸活動の活性化につなげる計画を策定し、全学が一体と

なって推進していくことを前提としている。 

また、学部・研究科と全学的な組織・センター等との組織間の連携による東洋大学全体の

改革となるように取り組んでいくことを前提としており、計画の推進に係る教員と職員と

の相互の連携、協働により、本学の教育改革力をいっそう際立たせることを重視している。  

そのため、部署間を超えた横断的なワーキングの形成、教職員合同での検討会の発足など、

各所においてあらゆる連携がなされることが学長の方針が明示されており、認められてい

る。 

 

期間の考え方については、中期計画（前期）を２０２４～２０２８年度、中期計画（後期）

を２０２９～２０３３年度としており、２０２３年度は次期の中期計画（前期）の策定期間

として位置付けている。 

 

計画の策定単位については、学部においては、原則、３つのポリシーの策定単位である学

科ごとに計画を策定することとし（専攻を置く組織は専攻単位の策定が可能）、学科横断的

な計画として学部共通化することも可能としている（研究科も同様）。研究科は同じく専攻

ごとに、大学院改革実施タスクフォース（大学院活性化プロジェクト）とのつながりを踏ま

えながら策定することとしている。 

 

なお、カリキュラムの充実及び質の向上の観点から、2025 カリキュラム改訂につなげる

取り組みを重視しており、方針 1「３万人の Learning Journey を支える新しい教育の姿（か

たち）の創造」には、第２章で触れる「教育 DX 推進基本計画」の計画２「オンキャンパス

とオフキャンパスの学習スタイルの高度化と多様化」の内容を踏まえ、さらに東洋大学の総
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合大学としてのメリットを生かした全学横断的な教育モデル（総合知の育成）の構築に取り

組むこととしており、コロナ禍の経験を活かした ICT の積極的な活用、教育効果の高いオ

ンライン教育の実践につながる具体的方策を示している。 

 

（総合知教育の編成に係る考え方＜イメージ＞） 
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■効率的な PDCA サイクル 

 本学では、原則、学部は学科、研究科は専攻単位で３ポリシーを策定し、カリキュラムを

編成・運営することとしている。 

従来、３つのポリシーに基づく PDCA サイクルを循環させるうえで、学部等の中長期計

画など計画（P）とカリキュラムの運営（D）、予算検討や自己点検・評価活動（C）、FD 活

動やカリキュラム改訂（A）といったサイクルが必ずしも一体的に運営されやすくなっては

おらず、書式や確認の機会もバラバラとなっていた。 

 今後の PDCA サイクルにおいては、以下の考えをもとに、書式等を改め、「中長期計画進

捗管理シート」として、中長期計画書、自己点検・評価報告書、FD 計画書、教育力強化特

別予算（学長施策予算）の計画書を一体的に合わせて管理することとした。 

 

 

 同シートにより、従来よりも記述内容が大幅に削減され、要点のみを把握する運営方法と

なり、業務進捗管理のしやすさを向上させるものとなった。 

 なお、記述内容では補えないものに対して、学長の下で教学の全組織を対象とした学長ヒ

アリングを年３回（予算ヒアリング、人事ヒアリング、中期計画等のローリングや進捗状況

を把握するヒアリング）を実施しており、学長と各組織の長の重要なコミュニケーションの

機会となっている。 

 また、学内アクセス限定の中長期計画ポータルサイトを設置しており、進捗状況の把握や

他の組織の計画内容を共有しあう仕組みを構築している。 

 これらの運営方式を採用し、効率的な PDCA サイクルを実現することとしている。 

 

（中長期計画進捗管理シート） 

※すべての項目が Google スプレッドシートでワンシートで全学共有可能となっている。 
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（２）3 ポリシーを起点とした PDCA サイクルの検証について（３ポリシーの検証を含む） 

本学は、原則として、教育課程の編成単位ごとに 3 ポリシーを策定することとしており、

学部では各学科（学科の下に専攻を置く場合は専攻）、大学院研究科では各専攻の課程ごと

に 3 ポリシーを定めている。 

ディプロマ・ポリシーをはじめとする 3 ポリシーを起点とした PDCA サイクルを実現す

るため、「ディプロマ・ポリシーの改訂方針」などの方針に基づいて 3 ポリシーを策定して

いる。また、当該学部・学科、研究科・専攻等が授与する学位に即した 3 ポリシーを策定し

ており、学部及び研究科ともにそれぞれ、学部規程及び研究科規程に規定し、大学ホームペ

ージで公表している。 

 

各ポリシーの改訂方針は、2016 年に文部科学省中央教育審議会大学分科会大学教育部会

が策定した「3 つのポリシーの策定及び運用に関するガイドライン」を踏まえながら、本学

の「建学の精神」を各学部の教育活動に繋げていくよう導くものである。また、一連の手引

きは、高等教育推進センターの下で作成し、教授会や学部内の委員会等に職員等が出向き、

方針が行き届くように説明会を開催するなど、3 ポリシーの見直しに際し、学部と協働して

全学的に取り組んでいる。 

このように、全学部がディプロマ・ポリシーの検証と改訂に取り組んでおり、従来までの

ディプロマ・ポリシーにおいて示されていた学習成果をより明確化し、2021 年度カリキュ

ラムが施行され、現在３年目を迎えている。 

 

「ディプロマ・ポリシーの改訂方針」 

ディプロマ・ポリシーは、大学、学部・学科等の教育理念に基づき、 どのような力を身

に付けた者に卒業を認定し、学位を授与するのかを定める基本的な方針として、学生の学修

成果の目標となるよう、策定する必要があります。改訂にあたっては、以下の方針を踏まえ

てください。 

（ア） 全学的教育目標「東洋大学スタンダード 2021」に示した東洋大学生として身につけ

る力を踏まえながら、各学問分野の特性を十分に考慮し、学生が身につけるべき資質・能力

など、「何ができるようになるか」を明らかにするよう、学修成果の測定が可能な表現にす

る。また、「人材養成に関する目的」「学生に修得させるべき能力等の教育目標」の見直しと

一体的に進める。 

（イ） 国際通用性及び高大接続の観点を踏まえ、学士力答申で求めている「知識・理解」

「汎用的技能」「態度・志向性」「統合的な学習経験と創造的思考力」に即して幅広い能力を

修得できるように示す。 

（ウ） 日本学術会議が策定する「大学教育の分野別質保証のための教育課程編成上の参照

基準」を活用し、合致する分野や隣接する分野の参照基準の内容を適宜取り入れ、学問分野

に即した能力及び学びを通じて高めることのできる一般的、汎用的な能力を表現する。 

 

「カリキュラム・ポリシーの改訂方針」 

カリキュラム・ポリシーはディプロマ・ポリシーの達成のために、どのような教育課程を
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編成し、どのような教育内容・方法を実施するかを定める基本的方針として示すことが必要

です。改訂にあたっては、以下の方針を踏まえてください。 

（ア） ディプロマ・ポリシーに示した学修成果の目標を達成するために、どのようなカリ

キュラム（教育課程）を編成するのか、順次性を考慮して、各学修段階でどのような能力を

獲得する科目を配置するかについて示す。また、専門教育及び基盤教育において連携して教

育がされることを踏まえ、カリキュラムの体系性を考慮して示す。 

（イ） 学生の主体的な学びを促進することを踏まえ、どのような教育内容・方法を取り入

れるのか、具体的に示す。 

 

「アドミッション・ポリシーの改訂方針」 

アドミッション・ポリシーは、大学、学部・学科等の教育理念、ディプロマ・ポリシー、

カリキュラム・ポリシーに基づく教育内容等を踏まえ、どのように入学者を受け入れるかを

定める基本的な方針として示すことが必要です。改訂にあたっては、以下の方針を踏まえて

ください。 

（ア） ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを踏まえて、入学前にどのような

能力を身につけた学生を求めているか、また「何をどの程度学んできてほしいのか」につい

て、重要な教科などを示しながら、具体的に記載する。 

（イ） 高等学校段階までの学力の３要素「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等の能力」

「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度」を踏まえて、ディプロマ・ポリシーに示

した学修成果の獲得に繋がる、入学段階に求める能力を示す。 

（ウ） 入試方法を記載する際は、入学後の教育との関連を十分に踏まえる。 

 

上記の方針を踏まえ、各学科等のディプロマ・ポリシーを策定すること、入試結果や成績

状況、学習成果測定指標の測定結果等を検証し、3 ポリシーの明確化、高水準化を図ること

としている。 

 

また、「ディプロマ・ポリシーの改訂方針」に示されている「東洋大学スタンダード 2021」

は、本学の「建学の精神」をはじめ、学校法人東洋大学ビジョン「Beyond 2020」のキーコ

ンセプト、従来の基盤教育カリキュラム「東洋大学スタンダード」の 7 つの目標、文部科学

省中央審議会「学士課程教育の構築に向けて」に示された「学士力に関する主な内容」を包

括する形で、全学的教育目標として、東洋大学生が身につけるべき力を明確に打ち出してい

る。 

 

「東洋大学スタンダード 2021」 

東洋大学は、建学の精神「諸学の基礎は哲学にあり」「独立自活」「知徳兼全」に基づき、

学生に以下の力を身につけさせることを宣言します。 

1. 「諸学の基礎は哲学にあり」の精神に基づき、生涯にわたり本質に迫って深く考え抜く

力 

2. 「独立自活」の精神に基づき、社会的に自立した人間として、主体的に判断し、行動で
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きる力 

3. 「知徳兼全」の精神に基づき、人間としての価値の実現を目指し、地球環境と人類社会

に貢献できる人間力 

4. 変わりゆく社会のなかで、自ら問いを立て諸課題を解決できる想像力とイノベーション

力 

5. グローバル社会において、多様な伝統と文化を尊重し、対話や議論を通じて他者と協働

していく力 

 

これらの 3 ポリシーの改訂方針、「東洋大学スタンダード 2021」は、2025 年度カリキュ

ラム改訂においても踏襲され、運用される予定である。 

一方、大学院研究科においては、2019 年 11 月に開催した大学院研究科長会議における大

学院改革実施タスクフォースの下、学部版の 3 ポリシーの改訂方針や手引きに準拠して、

学習成果測定の指標開発と 3 ポリシーの改訂について取り組んでいる。 

 

 

■学生ひとりひとりの成長を約束する内部質保証体制 

本学では、以下の方針をもとに、全学的な PDCA サイクルの運営をしている。 

 

「内部質保証を推進するための基本的な考え方」 

1. 本学の建学の精神、目的及び各学部・研究科が掲げる教育目標等並びに諸活動の方針の

実現に向け、教育研究をはじめとする大学の諸活動並びに組織及び運営について、自主

的かつ自律的に自己点検・評価を行い、教学マネジメントのもとで、教育研究水準の向

上に資する改革を推進する。 

2. 全学における内部質保証の推進を担う組織（全学的内部質保証推進組織）は、大学評価

統括本部とし、その下に学部及び研究科ごとの自己点検・評価活動推進委員会を統括す

る全学自己点検・評価活動推進委員会（以下、全学委員会）、その他の諸委員会、各部

局の自己点検・評価体制との連携を図り、全学的な観点に基づき、必要な連絡調整及び

提言（フィードバック）を行い、教育研究及び諸活動の企画、運営、検証、改善・向上

の一連のプロセスの一層の充実を図る。 

3. 自己点検・評価活動の実施にあたっては、自己点検・評価活動の客観性及び妥当性を高

めるため、外部評価を行うよう努める。 

4. 自己点検・評価活動をはじめとする内部質保証推進の状況について、社会的公表を行

う。 

5. 教育の質保証について、組織内の意識の醸成と涵養を図るとともに、学生の成長及び教

育研究力の向上に資するよう、教職協働のもとで、学内の有機的な連携関係を形成す

る。 

 

「内部質保証を推進するための組織の権限・役割等」 

1. 全学的内部質保証推進組織である大学評価統括本部の下に、学部・研究科ごとの自己点

検・評価活動推進委員会を統括する全学委員会を置き、全学委員会の下に学部・研究科

ごとの自己点検・評価活動推進委員会を組織し、自己点検・評価活動を推進する。 
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2. 学部・研究科ごとの自己点検・評価活動推進委員会は、教育目標、「卒業の認定及び学

位授与に関する方針」、「教育課程の編成及び実施に関する方針」及び「入学者の受入れ

に関する方針」に基づく教育活動について自己点検・評価活動を組織的に行い、その結

果を全学委員会に報告する。 

3. 全学委員会は、学部・研究科ごとの自己点検・評価の状況について相互評価（ピアレビ

ュー）を行うとともに、大学評価統括本部に自己点検・評価結果を報告する。 

4. その他の諸委員会及び各部局は、大学評価統括本部の下で、自己点検・評価活動を行い、

その結果を大学評価統括本部へ報告する。 

5. 大学評価統括本部は、全学的な観点に基づき、自己点検・評価活動を行った組織等に対

して、提言（フィードバック）を行い、改善活動を促進する。また、学部及び研究科の

自己点検・評価活動については、教学の自主的、自律的な内部質保証を推進する観点か

ら、全学委員会から提言（フィードバック）を行うことを可能とする。 

 

「内部質保証を推進するための手続き・運用」 

1. 全学的内部質保証推進組織である大学評価統括本部の業務、権限、その他運営に関して

は、「東洋大学大学評価統括本部規程」に定める。 

2. 学部・研究科ごとの自己点検・評価活動、その活動を統括する全学委員会の業務、権限、

その他運営に関しては、「東洋大学自己点検・評価活動推進に関する規程」に定める。 

3. その他の諸委員会及び各部局における自己点検・評価活動については、大学評価統括本

部の下に、各部局と連絡調整を図り、相互評価を行うことを目的とした部会を設け、各

組織の協力のもとに進める。 

4. 評価基準については、大学設置基準及び大学院設置基準並びに大学基準協会が掲げる

大学基準に基づく点検・評価項目等を考慮する。 

5. 内部質保証推進体制については、関係組織と連携しながら、継続的、組織的に検証・改

善を行い、最適化を図る。 

 

上記の方針等については、2019 年 10 月に、学部長会議、大学院研究科長会議、事務局部

長会議で協議のうえ策定している。また、同方針等を『自己点検・評価活動の手引き』に収

録するとともに、大学ホームページに公表し、共有を図っている。 

 

本学の内部質保証体制は、内部質保証に関する全学的方針等に示しているとおり、大学評

価統括本部を本学の内部質保証推進組織として位置付けている。 

また、次頁に記載した「学生一人ひとりの成長を約束する内部質保証体系図」に示すとお

り、学部・研究科、その他の諸委員会、大学運営・財務等の法人事務局の自己点検・評価活

動の結果は、大学評価統括本部に集約され、教学と法人が一体となった体制により、必要な

改善に向けた提言等がなされる仕組みを構築している。 
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「学生一人ひとりの成長を約束する内部質保証体系図」 
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第 2 章 教育 DX 推進基本計画について 

（１）計画策定の経緯と計画の概要について 

■コロナ禍以降の将来構想を考える 

 2020 年度春学期以降、新型コロナウイルス感染症との闘いに象徴された大学運営が余儀

なくされた。 

学生、教職員、地域を感染から守りながら、教育研究活動を止めないために、教職員一人

ひとりが知恵を出し合い、考えて行動してきた。 

必ずしも全ての対策が最善であったとはいえないものの、教員は教員としての役割にい

っそう力を注ぎ、職員は職員としての役割に誇りを持ち、学生は学生としての主体的な学び

を深めるためには、何が必要であるかを考える機会となったと言える。また、コロナ対策・

対応を通じて、大学の在り方そのものに対する本質的な問いをもたらす大きな契機となっ

たことは記憶に新しい。 

 

コロナ対策の開始から間もない 2020 年 6 月 12 日に開催された学部長会議において、

学長（矢口悦子）より、全学部長らに対し、「遠隔授業の高度化と質保証にかかわる将来構

想検討会議の設置について」を示した。その文書内には、次のように記されている。 

 

「本学としては、ポストコロナ対策の一環として、従来の対面型授業と新たな形態として

受け入れる非対面授業との両面において、授業設計の在り方を研究し、ICT 活用推進施策、

施設・設備に関する環境整備等のほか、支援体制の充実を含む必要な施策等を講じていかな

ければなりません。」 

「また、学士課程教育としての質保証を十全にしていく観点からは、従前より高度な授業

改善が求められ、それに向き合うためには、本学の教育力を組織的に高めていかなければな

りません。具体的には、対面・非対面授業の双方に関する FD の体系化を主として、学部及

び学科のみならず、全学としてのカリキュラムマネジメントに活かしていくことが重要で

ある」 

 

学長自ら上記の方針を示し、コロナ対策に留まることなく、コロナ禍以降の将来的な改革

構想に着手することを明確にした。 

 上記の将来構想検討会議は学内教職員で構成され、約半年間の協議を経て、2020 年 12 月

15 日に学長のもとに検討報告書を提出し、さらに学部長会議等の諸会議において、将来構

想の検討案と併せて報告された。 

 なお、後述する教育 DX 推進基本計画、中長期計画にこの構想が大きな影響を与えるもの

となっている。 

 

■将来構想を踏まえた具体的な計画（教育 DX 推進基本計画）の策定 

 「遠隔授業の高度化と質保証にかかわる将来構想検討会議」による検討報告書と将来構想

を踏まえ、学長の下において、具体的な計画策定に着手した。 
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 具体的な計画策定においては、将来構想検討会議の設置趣旨として学長が自ら示した、

「本来であれば、学生たちはキャンパスにおける議論による学びと自由な交流を満喫し、キ

ャリア展望に沿った学修を重ねるはずであった。さらには、オリンピック・パラリンピック

という大きなイベントを様々な立場から体験し、豊かな時間が待っていたはずであった。そ

うした期待が裏切られ、登校もままならず、友人たちとの時間も課外活動や行事への参加も

制限され、一番戸惑い不安を抱いて過ごしたのは学生である」を踏まえ、学生本位の大学づ

くりを重視することとして、現在のコロナ禍により行動制限を余儀なくされたり、ありとあ

らゆる情報の海のなかで溺れてしまったり、孤独を感じている学生たちをそのままにして

おかないよう、学生を中心にして教職員らが繋がりあって支えていくこと目指すこととな

った。 

 

 また、2021 年 4 月に大学基準協会に提出された認証評価報告書の序章には、「学生の学び

の質を保証するための一連の取り組みが一過性とならないよう、そして一層の充実を諦め

ることなく追求する不断の取り組みとして、学生の声に耳を傾け、自律的に検証と改善を繰

り返すことにより、学習者本位の教育システムを構築する」と示された。こうした学長の考

えを踏まえ、「学生ひとり一人の成長を保証する」方針のもとに、オンラインツール等の ICT

を活用した改革と併せて、教学執行部の下で「教育 DX 推進基本計画」の策定に着手した。 

 

 策定された「教育 DX 推進基本計画」は、2021 年 1 月 15 日に学部長会議にて報告され、

教職員の意見聴取（アンケート）を経て、学長から今後の進め方等について、１件ごとに回

答を行っている。また、同年 1 月 25 日の常務理事会、１月 28 日の事務局部長会議にて報

告し、大学全体において共有している。 

 

■教育 DX 推進基本計画の基本方針 

～基本方針・コンセプト～ 

本学は、「学生ひとり一人の成長を約束するため、デジタルを十分に活用した学修者本位

の教育の実現を目指し、大学全体の教育の高度化と質保証を十全にすること」を本事業の推

進に当たっての基本方針に掲げるとともに、具体的な計画として、以下の５つの教育 DX 推

進基本計画を策定する。 

・入学から卒業まで一貫した教育情報のデータ統合と AI 解析結果の最適活用 

・オンキャンパスとオフキャンパスの学習スタイルの高度化と多様化 

・建学の精神の具現化を目的としたリカレント教育の世界展開（国内地域含む） 

・学生の成長を中心に据えた体系性ある FD・SD プログラムの構築と学内業務の断捨離 

・デジタル活用推進本部（仮称）による推進体制と外部人材を採り入れた評価体制 

なお、上記の教育 DX 推進基本計画については、学校法人東洋大学における事業計画及び

中期計画の推進の一環として扱い、全学を挙げて取り組むものである。 

 

～計画の立案及び検証における基本的な考え方～ 

以下の考え方を踏まえ、本学のキャンパスの状況や時代の要請を踏まえた教育制度等の
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見直しに即応しながら、具体的な計画の立案と検証を行い、最適化を図るものとする。 

・学修者本位の教育の仕組みを重視し、大学の原点である「知」が交流するキャンパスとな

るよう、教員と学生、学生同士の対話を通じた学びの機会が充実する構想であること。 

・ICT を十分に活用し、教育効果を高めるよう、教育環境の充実を図る構想であること。ま

た、場所や時間などの制約を解消し、各キャンパス、各学部等の教育資源を有効に活かす構

想であること。 

・単なるデジタル化を進めるのではなく、学生の成長を促す諸活動（学生支援、就職支援等

を含む）を効率的・効果的に行うよう、適宜、従来の運用を見直し、柔軟に変えていく構想

であること。それにより、教職員が教育・研究に専念する時間を増やすほか、授業運営等の

効率的なマネジメントができる構想であること。 

・教育及び学生支援等の実施・支援に係る体制において、より機動性の高い運営となるよ

う、組織・制度的課題について、同時並行に改善する構想であること。 

・建学の精神を具現化する観点から、リカレント教育の積極的な展開を行うほか、留学プロ

グラムなどの海外交流の機会を効果的に行い、本学の教育がいっそう魅力的なものとなり、

学生や社会に広く理解されていく構想であること。 

出典：東洋大学「遠隔授業の高度化と質保証に係る将来構想検討会議」報告書 

 

■計画の運営体制 

上記の方針と 5 つの計画を推進する全学的体制として、教学と法人が一体となった「デ

ジタル活用推進本部」を 2021 年 5 月に設置し、学部長や各事務部署、法人役員等との連携

のもと、全学横断の推進体制を構築した。 

 また、計画ごとに教職員によるワーキンググループを学内に形成して進めることとした。 

（推進体制のイメージ） 
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（２）教育 DX 推進基本計画１「入学から卒業まで一貫した教育情報のデータ統合と AI 解

析結果の最適活用」について 

■計画の概要 

 

 詳細は、「教育 DX 推進基本計画」を参照いただきたいが、計画１について要約すると以

下のようなアクションとなる。 

 

 ・入学から卒業までの学生生活のあらゆる場面における情報提供を円滑にすること 

 ・上記の過程で得られた学生行動等の各種データを生かし、学生支援や学習指導等に生か

すこと 

 ・建学の精神に基づき、哲学を基本として、学生自身の「自己省察」（深く考える）の営

みを普段の学生生活のなかで涵養し、社会を考え自己を見つめることのできる学生を

育成していくこと。 

 

従来、学生の声や学習・生活状況を把握するには、定点観測的に年に一度、または数回、

在学生向けのアンケートを実施したり、卒業時にアンケートを行ったりするなど、学生の傾

向を包括的に把握し、必要に応じて対策を考えるといった対応が行われてきた。 

しかし、学生本位の学習環境の整備や学生支援を行っていくためには、十分な把握ができ

ているとはいいがたい。とりわけ、コロナ禍においては、学生は感染リスクだけではなく、

社会環境が激しく変化する状況のなかで、さまざまなリスクと向き合って生きている。等計

画は、大学が学生の状況を適時把握し、教職員がその場その場で必要な判断を繰り返しなが

ら、最適な支援や情報伝達の仕方を変えたりすることを目指したものである。 

 

多種多様な情報があふれている今、単に大学が学生に対して一方的に情報を発信すれば、

学生が有益な情報を掴み、アクションに繋がるわけではないことを認識し、学生らの状況を

なるべく把握できるようにデータを集め、常時観測型に切り替えていく必要があると考え

ている。また、学生が将来や進路を考える時期は、必ずしも学期ごとの成績発表のタイミン

グとは限らない。学生ひとり一人にとって、自己を見つめるきっかけやタイミングは異なる

ものであり、学習計画についても履修登録の科目選択に留まらず、描く将来像や目指す進路

検討の機会は柔軟であってよいのである。 

 

こうした検討経緯を踏まえ、本学は学生との接点を重視し、学生の傾向や関心をつかみな

がら、キャンパスライフの羅針盤として、多種多様な情報をスマートに提供することや、学

生ひとり一人の成長を促すものとして、自己省察を促す機会を創出していくものを目指し

た次第である。 
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■計画のイメージ 

 

 

 上記の考えやイメージのもと、学生と大学とのデジタル接点を重視するため、スマートフ

ォンアプリの開発と各種のデータ統合、分析をする仕組み、さらに分析した結果を学内共有

するポータルサイトの構築や体制づくりについて、2021 年 12 月から本格的に着手した。 

  

以降、2021 年 4 月の「東洋大学公式アプリ」のリリース以降の取り組み等について、主

要なものを中心に記載する。 

 

■「東洋大学公式アプリ」の機能について 

 2022 年４月のリリース以降、2023 年９月現在、以下の機能が搭載されている。 

 

・TOYO-Info（お知らせ機能） 

・TOYO-Discover（イベントや学生体験につながる各種情報＜ポスター形式表示＞） 

・TOYO-Navi（各種 FAQ や情報ソースへのアクセス） 

・TOYO-PASS（本人確認 QR 表示、入場管理チェクイン、読み取り後の履歴管理など） 

・TOYO-Calendar(学年暦や運動部スポーツ試合観戦カレンダー、各種窓口時間帯など) 

・MyJourney（学生たちの自己省察を促す仕組み） 

・Class（履修に関する情報、休講情報のプッシュ通知など） 

・各種システムへのシームレスなログイン（シボレス認証） 

 ToyoNet-ACE（LMS）、ToyoNet-G（学務システム）、学修成果・成績確認システムなど 

 

 上記のとおり、至ってシンプルなものとなっているが、複数システムとの連携や

GoogleWorkSpace（Google カレンダーやフォームなど）を活用して、自分たちでより良い
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アプリへと成長させていくことを開発コンセプトとして重視した。 

 

（学報でのお知らせ） 

 

 

 

■特徴的な取り組みと成果 

①「MyJourney（学生たちの成長機会となる自己省察を促す仕掛け）」 
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「問いかけ Journey」は、大学から学生たちに学びや進路などを考えるきっかけとして、

問いかけメッセージがプッシュ通知で送付され、その問いかけに対して、学生が自由に、そ

の時の気分や思いなどを記すことができる。 

また、大学から愛校心の情勢につながる印象的なメッセージや、留学・就職活動・課外活

動など、学生生活シーンに沿う有益な情報を併せて届けることで、学生のアクションを促す

動機付けにつなげている。 

（問いかけ例と学生たちの反応） 

 

 

 

（問いかけ内容の例） 

問いかけ内容：「春学期の成績が発表されました。学期はじめに立てた「学びの目標」を達

成することはできましたか。春学期の達成度や満足度を点数で示すと何点ですか？夏休み

は残り約３週間。秋学期が始まるまでに経験したいこと、学びを深めたいことを自由に書き

留めておこう」 

（上記の問いかけに対する実際の学生の投稿内容より 一部のみ掲載） 

 学業成績については今まで積み上げてきたものを堅持でき、非常に満足のいく結果となった。

強いて言うなれば、次の秋学期では、今春学期の成績を超えていきたく思う。 

 就活については、この夏休み中、既に 3 社のインターンシップに参加し、今後もあと 2 社に参

加予定である。自らの将来像が、徐々にクリアになってきた今日この頃である。 

 残りの夏休み期間、インターンシップを通した業界・企業研究および自己分析に勤しみ、また

プライベートも充実させていきたく思う。そして来る秋学期に向けては、履修登録を無事完了さ

せたうえ、座右の銘の通り「人事を尽くして天命を待つ」日々にしてゆきたいものである。 

思っていたよりも良い成績が取れていた後期も引き続き頑張りたい 

アルバイトを始めたので夏休みの期間で仕事に慣れたい 



24 

部活では大会があるので集中して練習に取り組みたい 

勉強は 1 ヶ月ろくにやっていないので 9 月は TOEIC の英語の勉強に取り組む 

大学で初めての成績発表で、どのようにすると良い成績になるのかなど分からない状態だった。

その中でＣはひとつもなく、S が 2 つあり、自分としては頑張ったと思う。この調子で苦手な部

分はもう少し念入りに、上手くできたところは維持を意識していきたい。初めてにしては、頑張

れたと思う。 

初めてのフル単。テスト勉強も効率的に進められた。卒業のため、専門科目が多くなるため、勉

強により一層力を入れるとともに、就職活動にも視線を向けていこうと思った。 

 

（他の問いかけ Journey の例 データポータルより） 

 

 

（他の問いかけ Journey の回答やコメント数などの実績） 
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（MyJourney 全体の利用状況） 

 

 

 この MyJourney は、学びやキャンパスライフのなかで「自己省察」（振り返り）を促すも

のであるが、建学の精神（「諸学の基礎は哲学にあり」「独立自活」「知徳兼全」）を踏まえた

本学にとって独自性の高い機能であり、自ら考えて行動する、活動のなかで奮闘する人財を

育成する大学の理念に照らして、計画１のなかで最も重視した機能である。 

 従来の典型的な学びの振り返りの機会は、成績発表時や卒業式といった範囲に留まりが

ちであったことから踏まえると、現在の状況としては、柔軟性を増すことができたと考えて

いる。また、一部の学部・学科では独自の学習ポートフォリオを展開することや、成績不振

学生の面談等はあったものの、大学全体として学生本位での「振り返り」の機会創出は、初

めての取り組みであったといえる。 

特に「問いかけ Journey」はスマートフォンへのプッシュ通知の機能により、学生のキャ

ンパスライフに沿うかたちで、ダイレクトに届けることができる。また、比較的平易な表現

で問いかけることで、学生自身が等身大で振り返ることができたり、選択肢回答の結果をド

ーナツグラフで見せることで、他の学生がどのように考えているか、また感じているかなど

の他者理解や他者共感につながるものが得られるものとなっている。 

 

 一方、「イベント Journey」はアプリの TOYO-PASS 機能で学生 ID の QR コードを表示

することで、イベント参加時にチェックインし、その履歴などが MyJourney の画面で確認

できたり、コメントを残したりすることができる機能である。同機能は、入学式や卒業式の

入場管理、硬式野球部やラグビー部などの運動部試合の観戦チケットを試合会場で配布す

る際に活用したり、就職・キャリア支援部の就職セミナーの参加時などに、参加した時のメ

モや感情や考えなどを記録に残したりすることを目的に活用している。 

 なお、運動部応援につなげる機会は、本学の「TOYOSportsVision」に基づく、スポーツ

を「する人・みる人・ささえる人」を育成する方針のもとに、スポーツ応援文化の醸成の一
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環として実施しているものである。 

 「イベント Journey」については、現在のところ、比較的限られた体験をした学生に対す

る投稿となるため、投稿数が少ない状況である。しかし、後述するデータ利活用による学生

支援の充実や改善に繋がる可能性が高いことがうかがえることから、各部署や学部主催の

イベントや授業等（ゼミ希望相談会やその他の学習指導の機会など）で活用することにより、

より一層、学生の体験や経験を可視化したり、学生自身の成長機会の創出を促したりするも

のとして作用していくことが期待される。 

 

（イベントチェックインの様子と新入生たちのコメントを AI テキストマイニングしたもの） 

 

  

「投稿 Journey」については、学生自身のタイミングで自由に投稿をするものであるが、

投稿数は少ない。４月の入学時期にいては新入生による投稿があるが、自発的な投稿は少な

いものとなっている。これらについて、学生によるプロモート動画を公開するなど、投稿に

よる自己省察の機会づくりの PR に取り組んだが、その後もやや低調となっている。 

 現在、学部の下で進める中長期計画のなかで、一部の学部からは MyJourney を学生の自

己学習のためのポートフォリオとして活用することについて検討したいとの要望が寄せら

れている。今後は、学部の取り組みや学習プロセスと連動した取り組みにしていくことが望

ましいと考えている。 

また、昨今、目覚ましい発展をしている生成系 AI を活用し、自身と AI とのインタラク

ティブな応答により、思考の訓練に生かしたり、学生の自己省察の機会をより一層柔軟なも

のにしたりするなど、さらなる発展に取り組むことが期待される。 

 

②TOYO-Navi（各種 FAQ や情報ソースへのアクセス） 

 本機能は、学生からの問い合わせ内容の最も多いものや、履修やカリキュラムに関する情

報を閲覧しやすく、また FAQ としてオープン化した情報として提供するものである。 
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 従来、各部署が運営する大学ホームページは、情報が各所散り散りに掲載されていたり、

部署やキャンパスごとで掲載内容を共通化できるものがバラバラに取り扱われていたりし

たため、TOYO-Navi により、学生視点で逆引き的にとりまとめたものである。 

 開発時に、問い合わせ対応の効率化の観点から、「チャットボット」の導入についても検

討したが、窓口機能をチャットボット化してしまって、かえって学生対応の質低下を招いて

しまっては、本末転倒であることから、部署間を超えて話し合い、なるべく提供すべき情報

を Web でまとめ、検索しやすく、辿りやすいナビゲーション機能を備えたアプリ内サイト

を構築した。 

 特徴的なものとして、TOYO-Navi 内にある「落とし物サイト」は比較的学生や教員等に

利用されている。業者の開発に依存せず、学内部署の連携により独自開発し、リリースしな

がら自前で改修等を繰り返しながら、利用定着化を図ったものである。 

（アプリ内の落とし物発見サイトの画面） 

 

（学生作成 「落とし物サイト」紹介動画（「公式アプリ PR 隊」twitter 内動画）） 

 

https://twitter.com/i/status/1589939035107037186 

  

https://twitter.com/i/status/1589939035107037186
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こうした取り組みは、電話による問い合わせをする必要が減り、自分であらかじめ探した

うえで、窓口に来ることができるので利便性も高く、学生らにとってメリットも大きい。 

さらに、学生部による対応業務の効率化にもつながっており、業務 DX の一環として共有

された情報では、170 時間相当の削減に繋がったことが報告されている。 

 

 

さらに、TOYO-Navi のタップ回数や検索ワードについても常にポータルサイト内で閲覧

可能となっており、学生たちが何を大学に求めているか、またどのような情報を探している

かを把握しやすくしている。各部署は、検索ワードの上位のものを把握しながら、学内の学

生支援や大学内の施設設備の改修等の検討に生かしている。 

 

（学生たちのアプリ内検索ワード）※学生たちが何の情報を探しているかを俯瞰 
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 情報システム部では、同データから、学生たちが「開放教室」や「空き教室」などを頻繁

に検索していることを把握し、白山キャンパスの PC 教室の機器更新のタイミングに伴っ

て、PC 教室を BYOD 対応のオープンスペース化へと改修計画の軌道修正に役立て、予算

要求の根拠資料に活用した実績がある。 

その他として、カレンダーや学事イベントの検索ワードが多いことを踏まえ、東洋大学公

式アプリ内に TOYO-Calendar 機能を Version2.0 で実装した経緯がある。 

TOYO-Calendar は、Google カレンダーを部署間連携のもとで編集・更新しているもの

であり、学年暦カレンダーだけではなく、窓口の開室時間や東洋大学の運動部・スポーツ観

戦カレンダーの機能もあり、職員たちが自分たちの手で作成、リリースしているものである。 

 

（TOYO-Calendar による学年暦情報やスポーツ観戦カレンダー情報） 

  

 

③TOYO-Discover（イベントや学生体験につながる各種情報＜ポスター形式表示＞） 

 TOYO-Discover は、学生のキャンパスライフにおいて、多種多様な学習や体験の機会に

つながる情報や注目させたい情報などをオンライン上の学内掲示板形式でポスターのよう

に閲覧することができるものである。 

 TOYO-Info（テキストメッセージによるお知らせ機能）では、大学から一方的に送信さ

れた情報をテキストベースで読むものであるが、TOYO-Discover は、学生自身の興味関心

のある情報を自分で発見して、行動につなげていくものである。 

本学では、従来、メールによる情報配信、ToyoNet-G という学務システムによる通知情

報が主流であったが、正確な既読状況がわからないものであった。2022 年４月以降、東洋

大学公式アプリの TOYO-Info では、既読状況が職員側でも把握でき、またポータルサイト

内で全学の教職員に共有している。 

 

その後、TOYO-Info の既読率をチェックする職員が増えたことにより、既読率が低いケ
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ースについて課題として扱うことが多くなった。 

「果たしてアプリを学生は見ていないのではないか」「やはりメールや掲示が必要なので

はないか」といった声が挙がったことを踏まえ、TOYO-Info の配信者数や記事タイトル、

本文内容をすべて調査したところ、各部署が学部や学生のニーズなどに配慮せずに、ブロー

ドキャスト型（大多数に対して配信）での配信が頻繁に行われていることが明らかとなった。 

 

 計画当初の狙いでもある、学生たちにスマートに情報を届けることを再度確認し、学生の

属性などのターゲッティングを意識すること、そのためにはデータを把握すること、ブロー

ドキャスト型の配信のみに依らないよう、ポスター掲示型の情報配信により、ビジュアルで

捉えやすいもの、さらに、例えば留学フェアのポスターにどれくらいの学生がタップしてい

るか、どのような属性の学生がタップしているのかなど、学生たちの興味関心を把握するこ

とに繋げ、データを利活用していくための方法について検討した。 

（TOYO-Discover の掲載画面） 

   

 

TOYO-Discover の運用を開始するにあたり、学内の各部署の職員が集まって、2023 年３

月９日に今後の学生向け情報配信の考え方を共有する会を開いた。そこでは、目安として

1,000 名を超える配信は、TOYO-Info ではなく、TOYO-Discover にて配信することや、学

生に対して思いやりをもって、見やすさや配信時期など、データをもとに検討しながら、工

夫することなどを話し合った。 

その後、2023 年 4 月に TOYO-Discover をリリースした以降、前年度同月と比して、

TOYO-Info の既読率の改善が見受けられる。 
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（TOYO-Info の既読率の変化）  

 

なお、TOYO-Discover のポスターをタップすると、イベント内容や詳細情報にアクセス

することができる。またイベント参加のエントリーフォームや、動画コンテンツへのアクセ

スなどが可能となっており、学生のさまざまな動機づけと行動への繋がりをもたらすもの

となっている。 

  現在、TOYO-Discover のポスターをタップした学生がイベントに参加しているかなど、

国際部や就職・キャリア支援部などにおいて取り組みを開始している。 

 

④災害時の安否確認（プッシュ通知による安否確認） 

 計画検討以前より、本学の BCP（Business Continuity Plan）の策定に向けて、災害時の

安否確認を行うことについて、学生部などが検討を開始していた。 

このことを踏まえて、東洋大学公式アプリのプッシュ通知機能を生かし、安否確認機能を

開発し、2022 年７月に全学生を対象に大規模地震の発生を想定した安否確認を実施した。 

 具体的には、平日の授業期間中の震度６強の地震発生を想定し、キャンパス内の滞在学生、

通学・帰宅中の学生の安否状況の確認を行い、帰宅困難学生などの状況把握のシミュレーシ

ョンを行った。これにより、備蓄食糧の提供準備、宿泊スペースの確保などの準備にかかる

課題を確認することが可能となるものである。 

第１回の実施では、全学生（通信教育課程を除く）の 30,830 名を対象に実施し、20,968

名（68.0%）が 72 時間以内に回答した。 
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その後、2022 年 12 月に教職員（非常勤講師を含む）を対象に加え、第２回を実施した。

ほぼ同条件の環境において、学生 30,566 名、教職員 2,654 名を対象に実施した結果、回答

率は学生が 76.8%、教職員が 33.5%（常勤の教職員に限る場合：54.2%）であった。 

この取り組みを通じて、学生の災害時の行動意識が向上したことが窺えるものの、教職員

が学生よりも低いことから、今後、本格的に BCP 計画を立案するうえでは、教職員の意識

向上が必要であることが明らかとなった。 

なお、72 時間の把握としているのは、東京都の帰宅困難者対策条例に基づき、災害時に

交通渋滞等を回避するための待機時間であることから、本学として設定している。 

 

■データ利活用に向けた取り組み 

①「東洋大学公式アプリ」と各種システムから得られるデータとの統合 

 東洋大学公式アプリから得られる学生のアクセス情報は、秘匿性を担保したうえでほぼ

全て統計・分析可能な状態で管理している。 

公開・共有可能なデータは、「TOYO DataPortal」内で学内に限定して共有している。 

また、アプリの利用状況に関する詳細データは、学内の限られたものに限定して共有して

おり、データプラットフォームや Google アナリティクスなどを活用し、各種の統計情報を

ほぼリアルタイムに確認することが可能となっている。 

 高等教育推進センターでは、東洋大学公式アプリと同時に、GoogleCloudPlatform の

BigQuery 環境に、学務システム等のデータを格納したり、必要なその他のデータを都度蓄

積したりして、多様な分析を行うデータプラットフォームを構築した。 

 分析情報の提供の特徴的な例として、留学等の経験などのポイントが付与される TGL

（Toyo Global Leader）ポイントの得点と TOEIC スコア、語学科目の成績との相関や、卒

業時アンケートで把握している学生の「論理的思考力が身についたか」などの項目と履修し

た科目の相関関係などを学部からのリクエストに応じ、分析結果を共有している。 

これらは各種システム内の統計機能を開発するのではなく、多種多様なデータを必要に

応じて分析することができるように、柔軟に環境構築することで、大量のデータを瞬時に分

析することが可能となっている。 

 

②部署間を超えたデータ利活用へのアプローチ 

 2023 年 3 月に学長より「学生支援等に係るデータ活用の推進に向けて（依頼）」が出さ

れ、データ利活用特区としてのアクションが開始された。 

 国際部、就職キャリア支援部、学生部が特区として示され、以下のようなアクションを開

始することとなった。 
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 上記を踏まえた活動として、現在、次のような取り組みに着手している。 

 国際部では、留学や語学セミナーなどへの参加者を増加させることを目的に、学生の興味

関心、履修・成績状況などの多面的なデータをもとに傾向把握し、情報配信の方法を工夫し

た。従来は、学内の紙の掲示やメール配信等が主であったが、今回の取り組みにより、国際

交流参加者数を伸ばすことができた。新型コロナウイルスの対策が第５類に移行したこと

により、海外渡航可能な環境が整い始めたことも要因かと考えられるが、国際部だけではな

く、学長室や高等教育推進支援室、情報企画課などの部署を超えた連携がスタートした。例

えば、円安の状況などから、長期のインターンシップよりも短期のインターンシップに流れ

やすいため、留学費用を抑えた体験型のプログラムを多く周知するなど、社会環境と学生の

関心の変化を踏まえながら、企画アプローチをしていくきっかけとなっている。 
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就職・キャリア支援部では、学内の就職支援情報サイトを改め、Google サイトを用いて

リニューアルを図った。 

これにより、Google サイトのアクセス状況と TOYO-Discover のタップ状況などを把握

し、どのような学生がいつどれくらいどのような情報にアクセスしているかを可視化する

ことに着手した。こうした取り組みの過程で、多数貼られていた学内の就職関係情報のポス

ターを剥がし、就職・キャリア相談室に相談に来やすい環境整備を図った。 
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 また、就職・キャリア支援部主催の「業界トップセミナー」では、学生の関心や傾向を踏

まえた周知活動を展開し、当初の 500 名参加目標を大幅に超える 717 名の学生参加があっ

た。 

 

 学生部及び TOYO スポーツセンターの活動では、「東洋大学公式アプリ」のゲストモー

ドを活用し、卒業生や保護者に向けた運動部応援の周知を行った。さらに学生らに対しても

観戦チケットの配布を TOYO-PASS（イベント QR 表示・読み取り）で行ったり、観戦時

の感想を MyJourney に投稿したりして、応援文化の醸成に貢献している。 
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 このように、段階的ではあるが、学生たちの学びや課外活動を中心としたキャンパスライ

フの充実につながる施策を「東洋大学公式アプリ」や得られるデータを生かしながら進めて

いる。また、取り組みを進めるにあたって、教職員の連携や部署の垣根を超えた活動が頻繁

になされるようになり、学内の改革文化の醸成にも寄与していると考えている。 

 

③学生のデータ利活用 

 従来、学生が学習成果を把握する方法は成績表を確認するに留まっていたが、東洋大学公

式アプリのリリース以降、学習成果測定指標に基づく測定結果や GPA（GradePointAverage）

ポジションなどを把握することが可能になっている。 

また従来より、学生自身の成績状況をより多面的に捉えることができるようになったた

め、学習意欲の向上に繋げていくことが期待できる。 

 なお、東洋大学公式アプリから「学修成果・成績確認システム」へはシームレスにアクセ

スできるようになっているが、現在、学生の閲覧数は全学生の約 30％程度となっている。 

今後、学部等による学習指導の充実などを図ることにより、学習成果を把握しながら、学

生自身の学びの振り返りを通じて、学生ごとに学習計画が立てられるような取り組みが必

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 



37 

（累計 GPA 推移の表示画面） 

 

 

（GPA ポジションの表示画面）     （学習成果測定指標の測定結果の画面） 
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■計画１における目標の達成状況について 

 計画１では以下のようなアウトプットとアウトカムの指標を設定している。 

【アウトプット指標】 

①「東洋大学公式アプリ」利用学生数（アクセス数） 

目標：全学生（100％） 

実績：2023 年 9 月現在 96.9％ 

 

②成績ポジション（学習アドバイスコメント含む）及び学習成果測定結果の閲覧学生割合 

目標：全学部生の 70％  

実績：2022 年度 8,193 名/在籍学生数 29,695 名  閲覧率 27.5％ 

2023 年度９月現在 8,862 名/在籍学生数 29,958 閲覧率 29.5％ 

 

g0000204020
直線
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【アウトカム指標】 

①在学生アンケートにおける学生満足度（「東洋大学に満足していますか。」）の向上 

目標：計画前の 2019 年度段階よりも肯定的回答割合が向上すること。 

実績：大学全体 

 2019 年度 

8,326 名回答 

2021 年度 

11,522 名回答 

2022 年度 

6,750 名回答 

１．満足している 31.0％ 34.4％ 39.7% 

２．やや満足している。 48.8％ 47.5% 47.4% 

３．あまり満足していない。 14.1％ 13.9％ 9.5% 

４．満足していない。 6.1％ 4.2％ 3.4% 

※2020 年度は新型コロナウイルス対策を目的とした学生調査に切り替えたため、大幅に設

問変更したことにより、調査していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

g0000204020
直線
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（３）教育 DX 推進基本計画 2「オンキャンパスとオフキャンパスの学習スタイルの高度化

と多様化」について 

  

前述の「遠隔授業の高度化と質保証にかかわる将来構想検討会議」で検討された方針や計

画概要の中心となっていたものが、この計画２となっている。 

オンキャンパスつまり対面による授業と非対面によるオフキャンパスの正課内外の教育

をいっそう柔軟にするものとして、次のような計画を検討した。 

 

■計画の概要 

＜カリキュラムレベル＞ 

①全キャンパス共通基盤教育授業 

キャンパスごとに提供科目の差が課題になっていること、「東洋大学スタンダード 2021」

として全学的共通目標を掲げていることを踏まえ、学生が幅広い学問分野の基盤教育を全

キャンパスで履修できる環境を提供していく。 

②1・2 部間の合同メディア授業 

白山キャンパスにおける第 2 部の授業運営の負担、第１・２部相互聴講科目開講では解決

しきれない 1 日 2 時限しかない時間割枠による課題を解決していくため、１・２部の合同

メディア授業を展開していき、新たな学びの時間を創出し、第１部・第２部の学生のキャン

パスライフをより豊かにしていく。 

 

＜科目レベル＞ 

①セッション科目＜集中期間＞のメディア授業 

学生の学期期間中の過密履修の緩和、授業コマの調整、不合格科目のリカバリー（再履修）

を早期に実現し、学修を遅延させない（学修意欲の低下抑止）ようにするため、春・夏季の

休暇期間における集中授業のメディア授業の実施を実現する。 

②海外オンライン留学・オンラインインターンシップ 

多様な学びの機会を提供していくため、海外大学のオンライン授業の履修を可能にする。

またオンラインで行われるインターンシップに参加可能にする。既に行われている国際教

育センターのオンライン交流プログラム、経済同友会によるオンラインインターンシップ

などの経験を活かしていく。 

③語学科目などの習熟度別授業の運営 

語学授業などの習熟度別クラスなどの設計において、基礎的な語学スキルの修得を中心

に、学修プラットフォームを共通化する。オンデマンド型授業と同時双方向型授業を工夫し

て組み合わせながら、教員はフィードバックをメインに指導していくなど、新たな授業を創

出していく。 

④基礎的科目（知識修得が主である科目）のオンデマンド型授業の実施 

単位僅少者など、基礎科目の修得における学生のつまずきを解消するため、基礎的な授業

科目について、オンデマンド型授業として予め収録して配信していく。繰り返し学習が可能

になることで、教員は形成的評価やフィードバックに専念することにより、学習効果を高め
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ることが期待できる。 

 

＜コースレベル＞ 

①ブレンド型授業の実施 

科目によっては、各回の授業ごとのメリハリをつけた授業運営が可能になることで、教育

効果が高まる可能性がある。各回の授業ごとに、対面とメディア授業を織り交ぜて実施する

ことができる仕組みを作る。 

②「知」の交流・創造がされる反転授業の実施 

単に、授業時間中の発言や実践の場面を多くすることを目的にするのではなく、批判的思

考力を身につけ、基盤的な知識に基づく「反論」により、他者との「知」の交流・創造がさ

れるよう、また、探究する方法論を身につけ、対象の妥当性を批判的に見抜く力を鍛えるこ

とができるように、反転授業を積極的に用いていく。 

また、コロナ禍で準備・対応してきたオンデマンド型授業の動画教材や資料などを各回の

授業の予習・復習に役立てる工夫を行い、思考力やコミュニケーション力を身に着ける授業

を展開する。 

③学外人材との共同授業実施 

実務家や実社会で経験を積んでいる人材による教育機会の増加、オンラインを活用して

教育効果の向上を諮る。研究所・企業その他学外の人材がゲスト講師として参画したり、大

学院レベルでは他大との共同授業など実施したりする。 

④大学院科目や高学年科目の先行履修 

学びの意欲が高い学生に対して、上位のレベルの授業を履修できるように、オンデマンド

型授業の積極的な活用を図る。先行履修制度を柔軟に用いて、大学院進学に繋がる学びの機

会拡大に繋げるなど、学修意欲の向上、キャリアパスの形成支援に繋げる。 

⑤形成的評価の実施 

定期試験・レポートのみの成績評価に集中するような学修を解消するため、ＣＬＭＳを活用

し、学修ログをもとに、授業期間内の学生の学修行動の評価点を得点化し、学修行動の評価

を授業期間内に把握するようにしていく。形成的評価をしやすくすることで、学生の学修プ

ロセスを評価する教育を実現していく。 

（計画のイメージ図） 
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■現在の取り組み状況 

 2023 年度現在、2025 年４月からスタートする改訂新カリキュラムにおいて、計画を進め

ることとしている。具体的には、全学カリキュラム委員会が中心となり、新しい中長期計画

のひとつである「３万人の Learning Journey を支える新しい教育の姿（かたち）の創造」を

踏まえ、キャンパス横断型の教育を目指し、総合知領域（全学基盤教育科目・全学共通教育

科目）の授業運営モデルを確立するべく、全学的に取り組んでいる。 

 オンデマンド授業、同時双方向型の授業については、対面授業が再開して以降は減少して

おり、2023 年度の全開講コースのうち 3.64％程度（530 コース）となっている。 

 

 今後、知識獲得（または知識付与）型の授業を中心として、オンデマンド授業等の充実が

期待される。この取り組みをすることにより、４キャンパス 14 学部の総合大学としてのメ

リットを生かし、多様な学問分野の知識を獲得することができる東洋大学としての教育価

値をいっそう際立たせることが期待される。 

【アウトプット指標】 

・非対面単位認定科目（15 週フルオンライン、授業内の一部での実施を含む）の開講状況 

目標：知識獲得型授業科目の一部（基盤教育科目等）の５％ 

 実績：2023 年度現在 8.20％ 250 コース/ 3,046 コース（基盤教育科目で計算） 

【アウトカム指標】 

・授業評価アンケート結果の経年比較 

 非対面単位認定科目（15 週フルオンライン、授業内の一部での実施を含む）の授業のわ

かりやすさ、学習内容の理解、学習到達目標の達成などの経年比較（大学全体のみ） 

 目標：前年度比よりアップすること 

 実績：2023 年度終了時点で比較結果が判明するため、現在のところ未判定 

（想定している比較項目のイメージ） 
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（４）教育 DX 推進基本計画３～５について 

 今回の評価対象項目としないため、計画と取り組み状況の概要のみ記載する。 

 

計画３：建学の精神の具現化を目的としたリカレント教育の世界展開（国内地域含む）  

（計画概要） 

本学の建学の精神に鑑み、高等教育機会の門戸拡大を目指すとともに、社会的な格差を超

え、良質な授業をオンラインにて提供する。本学は 1999（平成 11）年から、全国どこへで

も教員が無料で講義を届ける「講師派遣事業」を展開してきており、講師派遣は 2,000 回を

超えている。これらの活動を全国により行き渡るようにするとともに、国境を越え、世界の

市民の生活をより豊かなものにするよう、デジタルを活用したリカレント教育を行う。 

併せて、ビジネス日本語の教育による海外のビジネス人材の育成、日本語教育の教員養成

を通じた高度な日本語力の育成についても、デジタルを活用し、広く展開していく。 

また、本学が取り組む社会課題解決に資する教育、経済発展力の向上に繋がる教育、アジ

アなどの福祉専門職の養成が必要な国・地域への貢献など、国連が掲げる持続可能な開発目

標（SDGｓ）の「誰一人取り残さない」教育を実現する。 

これらの活動を通じて、社会人の学びなおし教育を促進するとともに、世界中に本学での

学修経験者を増やすことで、創立者の建学の精神を世界に広めていく。 

また、2018 年度から情報連携学部（ＩＮＩＡＤ）が取り組んでいる「Open IoT 人材育成

プログラム」（文部科学省「成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（EnPiT Pro）」

に採択）のノウハウを生かし、オンラインとオフラインの学修の相補性の検証をもとに、社

会人にとって、メリハリのある学修システムを構築する。 

これらの活動は、民間とも協働しながら、持続可能なリカレント教育マネジメントを推進

していく。 

 

取り組み状況：既に社会貢献センターを中心とした教職協働によるワーキングループのも

と、オンラインリカレント教育の展開に係る構想をまとめ、現在、2024 年度以降の中長期

計画において推進する予定である。なお、海外に向けたオンラインリカレント教育について、

実証実験段階に入っている。 

 

計画４：学生の成長を中心に据えた体系性ある FD・SD プログラムの構築と学内業務の断

捨離  

 

（計画概要） 

＜教員へのＩＣＴサポート体制の充実＞ 

ICT 操作/教材作成支援スタッフ・部門の設置、教員への ICT に関する FD（セキュリテ

ィ・情報倫理含む）の実施、ICT サポートデスクの充実と授業運営に係るオンラインコンサ

ルティングの実施、セキュリティ対策、情報倫理、著作権に関する FD・SD のプログラム

開発に取り組む。 

教材の管理については、民間と提携し、シェアードセンターを設け、動画作成及び授業ス
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ライドの作成支援をサポートする。また、計画１に記載したＣＬＭＳを教員専用画面で活用

し、教材のブラッシュアップをシェアードセンターに指示したり、過去に作成した教材につ

いてもクラウド管理し、いつでも再利用できるように確認したりすることができるように

する。 

 

＜ＦＤ・ＳＤプログラムの充実＞ 

・デジタル活用人材育成プログラム 

  本学教職員のデジタル活用人材（学内エバンジェリスト）を育成し、学内の授業及び大

学運営におけるデジタル活用力を高度にしていく。その際、学習者本位の教育とは何か、学

びの本質について理解するとともに、従来型の業務運営方法の見直しに係る企画・実行力の

修得をする。 

・カリキュラムマネジメントプログラム 

学生の学修ログ解析結果などを基に、本学のカリキュラム運営上の課題を把握するとと

もに、カリキュラムのデザインを推進できる能力を育成するための研修を提供する。共通科

目の運営など、現場の課題として、予算、人員、教員間の役割、成績評価基準といったカリ

キュラム運営の問題が切実になってきていることから、それを組織的に支えていくための

研修を構築する。また、学修成果の測定結果を活用し、FD・SD の充実に活用するための研

修を行う。※他大学との共同運営を想定しながら、計画する。 

・授業デザイン FD と専門人材によるコンサルティング 

教員が授業手法を検討したり、指導・評価テクニックを身に着けたりすることができるよ

う、授業デザイン FD の充実を図る。また、教員が授業に向き合う際、カリキュラム検討を

組織的に行う際に生じる課題等に寄り添い、共に課題解決していく専門的な知識やスキル

をもった、授業設計と IT コンサルティングができる職員等を配置する。 

・TA/SA の研修プログラムの実施 

授業補助を行う学生に対して、必要なスキルを体系的にかつ効率的に身につけることが

できるよう、オンライン授業プログラムにて実施する。また、教材作成支援や授業準備に係

る運営について、学生 SA を活用し、授業準備支援に学生が関与することで、一部のアルバ

イト時間を学修に変えるとともに、本学の建学の精神である「独立自活」の学修生活を可能

にする。また、既述したシェアードセンターの取り組みにも活かしていく。 

・LA（ラーニングアシスタント）の新設 

授業補助ではない、学修アシスタント＜ピアサポート＞の配置を行い、学生同士の相互育

成を図る。 

・教学マネジメント FD/SD プログラムの開発 

学長・副学長、学部長（学科長なども含む）向けの FD/SD プログラムを開発する。 

 

＜学内業務の断捨離＞ 

オンライン会議の継続運営のみならず、オンラインツールを用いて、デジタルを活用した

効率的な委員会・会議運営を実現する。また、議事メモの作成などは議論の履歴を音声デー

タやコメント記述ログで記録することで、これまでの煩雑な作業のやり方を変えていく。 
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また、学生に提供する様々な資料や掲示についても、紙媒体で配付するのではなく、いつ

でも、どこでも情報にたどり着くことが出来るよう、周知が必要な情報はクラウドやＷｅｂ

に載せておく。 

学内の研究予算の執行にあたり、研究計画・報告書については、ワンライティングで可能

となるよう、また成果報告を研究者情報データベースの更新に活かすなど、効率的な運営に

変えていき、教員の負担を減らすことで、授業や学生に向き合う時間を創出していく。 

  また、従来の「教員活動評価」を見直して、教員の研究時間や教育準備に要した時間の

把握を行い、データを活用して、エフォート分析し、教員の研究時間の保証をどのようにし

ていくための客観的根拠に活用する。 

これらの活動を通じて、「デジタル活用推進本部（仮称）」は、学内委員会や業務運営の効

率がどの程度上がったのかの検証を行い、必要に応じて、委員会運営の統廃合や最適化を学

長に助言していく。 

なお、各部局の推進を担う人材は、前述のデジタル活用人材育成プログラム修了者を中心

としていき、デジタルを活用して授業及び大学運営を高度に、しなやかなものにしていく組

織に成長させていく。 

 

取り組み状況：教育に係る ICT サポートについては、現在、高等教育推進センターにおい

て、今後の 2025 カリキュラムの施行によるオンライン授業科目の充実に向けて、準備等の

検討を開始している。なお、FD の体系化については、すでに高等教育推進センターにより、

「FD/SD プログラムガイド」をまとめ、授業づくりワークショップ、コーチングスキル獲

得の講座、その他授業運営に役立つオンライン動画コンテンツを提供している。 

紹介 URL：https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/effort/FDSD-program/ 

 

計画５「デジタル活用推進本部による推進体制と外部人材を採り入れた評価体制の構築」 

 こちらは、「（１）計画策定の経緯と計画の概要について」で触れているため、省略する。 

 

まとめ 

 本報告書に記載した計画や取り組みのいずれも、教育研究活動の充実を図りながら、学生

の質保証に取り組むものである。 

 もとより PDCA サイクルの循環の目的は何かと言えば、それは学生の成長のためである。

また、成長した学生を社会に送り出し、その卒業生が充実した人生を送り、社会に貢献して

いくことが大学教育の成果である。 

当たり前のことではあるが、そのことを改めて学内の構成員同士で共有し、学生の主体的

な学習を促すために何ができるのかを考え、教職員もまた切磋琢磨し、中・長期の計画等の

ミッションやプランを達成していくことが必要である。 

また、評価そのものを業務としてのみ捉え、その精緻化に向けた事務作業を重視し過ぎて

過度な負担を増やすことになっては本末転倒である。学生の成長に繋がる活動として本当

に必要なことは何か、それを見極めるための自己点検・評価活動は、それ自体が対話的でな

https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/effort/FDSD-program/
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ければならないと自覚している。途切れることなく繰り返される点検と改善のサイクルを、

可能な限りわかりやすい形で社会に公表し、学生の成長を成果として発信することによっ

て、本学の教育研究活動等の魅力をわかりやすく伝えたいと考える。その発信が新たな社会

との連携を生み出し、本学のさらなる改革を促すことを願う。 

学生の状況や声を適時、的確に把握することを質保証の根本に置き、コロナ禍で得た経験

を活かし、学生の豊かな成長を保証するように各組織もまた成長し続けるようにしていき

たい。組織の成長に不可欠とされる DX 推進においても、単なるデジタル化に陥ることのな

いよう、人間的な成長に必要な丁寧な対話を省かず、学生に向き合い学生と共に育ち続ける

大学となるよう、労を惜しまずに取り組んでいく所存である。 

 

以上 
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参考リンク集 

 

１．本学の内部質保証体制や自己点検・評価活動の状況 

https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/quality-assurance/ 

 

２．東洋大学教育 DX 推進基本計画等 

https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/vision/DX/ 

 

３．「東洋大学公式アプリ」に係る活動実績紹介ページ 

https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/vision/DX/plan/action/ 

 

４．「東洋大学公式アプリ」公式 X（旧 Twitter）「公式アプリ PR 隊」 

（学生たちによる運営） 

https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/vision/DX/plan/action/apppr-sns/ 

 

 

https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/quality-assurance/
https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/vision/DX/
https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/vision/DX/plan/action/
https://www.toyo.ac.jp/academics/improve/vision/DX/plan/action/apppr-sns/

